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3.3 WG2：防災減災のための地盤改良技術とその効果の検証 

 

3.3.1 入力地震動の設定 

 

地盤改良技術の効果の検証に用いるための入力地震動の設定を行う． 
伊勢湾沿岸の代表的な3地点の基盤波形と地盤データを用いて地盤の地震応答解析を行い，地表面に与

える影響が大きくなる地点の基盤波形を本検証の入力地震動として設定する． 
 

(1)南海トラフの巨大地震の地震動の入手 

内閣府の「南海トラフの巨大地震モデル検討委員会」より，工学的基盤における強振動（加速度）波形

が提供されているため，そのデータを入手して検討を行う． 
内閣府より提供されている強振動（加速度）波形データは，図3.3.1.1の南海トラフの巨大地震の強震断

層モデルに示した4ケースのうち「基本ケース」と「陸側ケース」である． 
 

 
図3.3.1.1 南海トラフの巨大地震の強震断層モデル 

 
(2)レベル１地震動の設定 

レベル1地震動として「道路橋示方書」，「コンクリート標準示方書」，「港湾施設の技術上の基準・同解

説」で用いられている加速度波形を収集して整理をする．「道路橋示方書」では図 3.3.1.2 に示すように地

盤種別ごとに地表面での加速度波形が提供されている．「コンクリート標準示方書」では図 3.3.1.3 に示す

ように工学的基盤面の加速度波形が提供されている．「港湾施設の技術上の基準・同解説」では，重要港湾

等の工学的基盤における時刻歴波形を国土技術政策総合研究所のＨＰより入手することが示されている． 
表3.3.1.1に国土技術政策総合研究所のＨＰで提供されている重要港湾の工学的基盤における時刻歴波形

のリストの例を示す． 
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図3.3.1.2 道路橋示方書のレベル1地震動の波形 

日本道路協会のHP(https://www.road.or.jp/dl/tech.html)より 
 

 
図3.3.1.3 コンクリート標準示方書のレベル１地震動の工学的基盤での波形 

2002年制定コンクリート標準示方書［耐震性能照査編］ 
 模擬地震波形デジタルデータ（付録CD-ROM）より 

 
表3.3.1.1 重要港湾の工学的基盤における時刻歴波形のリストの例 

国土技術政策総合研究所のHP(http://www.ysk.nilim.go.jp/kakubu/kouwan/sisetu/level1.html)より抜粋 

 
 

伊勢湾沿岸の代表的な3地点の工学的基盤における時刻歴波形が入手できることから，レベル１地震動

については「港湾施設の技術上の基準・同解説」の加速度波形を用いるものとする．国土技術政策総合研

究所のＨＰより入手した伊勢湾沿岸の3地点（津松阪港，四日市港，名古屋港①）のレベル1地震動の基

盤波形を図3.3.1.4に示す．  
 

Amax= 102.240 (gal) 1.96 (sec)

Amin= -101.720 (gal) 1.40 (sec)
　道路橋示方書のレベル１地震動(Ⅰ種地盤)
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Amax= 118.310 (gal) 11.11 (sec)

Amin= -100.350 (gal) 8.07 (sec)
　道路橋示方書のレベル１地震動(Ⅱ種地盤)
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Amax= 140.350 (gal) 22.20 (sec)

Amin= -134.720 (gal) 9.49 (sec)
　道路橋示方書のレベル１地震動(Ⅲ種地盤)
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Amax= 136.949 (gal) 12.42 (sec)

Amin= -91.615 (gal) 10.52 (sec)
　コンクリート標準示方書(2002年制定)のレベル１地震動
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L1地震動 強震観測計 強震観測計

(整理番号) 緯度 経度

MIE014 34.064 136.169

MIE016 33.876 135.919

MIEH07 34.254 136.822

津松阪港 9302 s9302 特上松 j9302 MIE006 34.717 136.505 ● ◎H18.10.12 

三河港① 9307 s9307 特上松 j9307 MIKAWA-G 34.731 137.343 ● ◎H18.10.12 

三河港② 9319 s9319 特上松 j9319 AIC014 34.826 137.22 ● ◎H18.10.12

名古屋港① 9308 s9308 特上松 j9308 NAGOYA-SORAMI-G 35.059 136.848 ● ◎H18.10.12

名古屋港② 9320 s9320 特上松 j9320 AIC011 34.997 136.864 ● ◎H18.10.12 

清水港① 9309 s9309 特上松 j9309 SHIMIZU-G 35.012 138.518 ● ◎H18.10.12 

清水港② 9310 s9310 特上松 j9310 SHIMIZU-HINODE-U 35.007 138.496 ● ◎H18.10.12 

清水港③ 9321 s9321 特上松 j9321 SHINOKITU-U 35.039 138.517 ● ◎H18.10.12 

四日市港 9312 s9312 松 j9312 YOKKAICHI-G 34.953 136.638 - ◎H18.10.12 

四日市港
(霞ヶ浦地区)

9324 s9324 松 j9324
YOKKAICHI-U
（四日市-U）

34.989 136.665 - 〔追加〕H22.3.17 

田子の浦港 9313 s9313 松 j9313 TAGONOURA-U 35.143 138.701 - ◎H18.10.12 

御前崎港 9314 s9314 松 j9314 OMAEZAKI-G 34.61 138.216 - ◎H18.10.12 

衣浦港 9315 s9315 松 j9315 KINUURA-U 34.882 136.944 - ◎H18.10.12 

地震動の
更新履歴 

尾鷲港 9301 s9301 松 j9301 - 〔追加〕H22.3.17

港名
サイト

増幅特性
補正方法

工学基盤～
地表地盤モデル

強震観測計 ゾーニング
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図3.3.1.4 レベル1地震動の基盤波形 

 
(3)地盤モデルの作成 

レベル1地震動が観測された地点の近くのボーリング柱状図を国土地盤情報検索サイト「KuniJiban」よ

り入手して地震応答解析に用いる地盤モデルを作成する．ボーリング柱状図は地震動の観測点に最も近く，

N 値50以上の基盤層が確認できたものを採用する． 
図3.3.1.5にレベル1地震動の観測位置と基盤層が確認できたボーリング位置を，図3.3.1.6にはボーリン

グ柱状図を示す． 
 

   

 
図3.3.1.5 レベル1地震動の観測位置と基盤層が確認できたボーリング位置 

国土地盤情報検索サイト「KuniJiban」のデータに加筆 
 

Amax= 112.591 (gal) 56.94 (sec)

Amin= -150.698 (gal) 63.03 (sec)
　津松阪港レベル１地震動
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Amax= 92.274 (gal) 65.64 (sec)

Amin= -108.050 (gal) 65.16 (sec)
　四日市港レベル１地震動
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Amax= 191.202 (gal) 33.22 (sec)

Amin= -206.731 (gal) 31.94 (sec)
　名古屋港①レベル１地震動
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図3.3.1.6 ボーリング柱状図 
 

(4)南海トラフの巨大地震の基盤波形の選定 

南海トラフの巨大地震の基盤波形は5kmごとにデータが提供されており，標準地域メッシュの3次メッ

シュ（1kmメッシュ）のメッシュ番号がファイル名になっている． 
伊勢湾沿岸の3地点（津松阪港，四日市港，名古屋港①）のボーリング位置に最も近い南海トラフの巨

大地震（陸側）の基盤波形を選定する．図3.3.1.7～図3.3.1.9に南海トラフの巨大地震（陸側）の基盤波形

の選定結果を示す． 
津松阪港は「52360472」，四日市港は「52363522」，名古屋港①は「52364677」の基盤波形を選定した． 
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図3.3.1.7 津松阪港の基盤波形の位置と波形 
 

 

 
 

図3.3.1.8 四日市港の基盤波形の位置と波形 
 

 

 
 

図3.3.1.9 名古屋港①の基盤波形の位置と波形 

Amax= 643.488 (gal) 69.74 (sec)

Amin= -571.383 (gal) 86.54 (sec)
　津松阪港(52360472.NS)
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Amax= 580.955 (gal) 87.64 (sec)

Amin= -741.066 (gal) 87.28 (sec)
　四日市港(52363522.NS)
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Amax= 299.684 (gal) 86.32 (sec)

Amin= -413.244 (gal) 90.16 (sec)
　四日市港(52363522.EW)
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　四日市港(52363522.UD)
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　名古屋港①(52364677.NS)
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(5)地盤の地震応答解析 

ボーリング柱状図の各層の平均Ｎ値より，Ｖs，φ，ｃを推定し，地盤の応答解析に必要な地盤定数を設

定する． 
k-SHAKE+for Windows(Version 6.2)を使い，地盤の動的変形特性は土木研究所の式（土研式）を用いて等

価線形解析により地盤の地震応答解析を行う．南海トラフの巨大地震の基盤波形（陸側）では，等価線形

解析では地盤のせん断ひずみが3％～5％と大きいため，k -SHAKE+for Windowsで非線形解析（H-D モデ

ル）も行う． 
図3.3.1.10～図3.3.1.12に地盤の応答解析結果を示す． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3.3.1.10 津松阪港の解析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3.3.1.11 四日市港の解析結果 
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図3.3.1.12 名古屋港①の解析結果 
 

(6)地表面の加速度応答スペクトル 

地表面の加速度波形から加速度応答スペクトルを計算し，伊勢湾沿岸の 3 地点（津松阪港，四日市港，

名古屋港①）のうち応答加速度が大きくなる地点の地震動を選定する． 
図3.3.1.13に示したレベル1地震動は，固有周期が1.0秒未満の場合は「四日市港」が最も大きくなる傾

向を示した． 
図 3.3.1.14 に示した南海トラフの巨大地震（陸側）の場合は，3 地点の各成分(NS，EW)で大きな差は見

られなかった． 
 

 
図3.3.1.13 レベル1地震動の加速度応答スペクトル 
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図3.3.1.14 南海トラフ（陸側）の加速度応答スペクトル 

 
(7)入力地震動の設定 

入力地震動は，レベル 1 地震動の加速度応答スペクトルで固有周期が 1.0 秒未満の時に応答加速度が最

も大きくなる「四日市港」を使用する． 
南海トラフの巨大地震（陸側）の場合は，図 3.3.1.11 の「四日市港の解析結果」で地盤の相対変位が最

も大きくなる「NS方向」を使用する． 
図3.3.1.15と図3.3.1.16にそれぞれの入力地震動の加速度波形を示す． 
 

 

図3.3.1.15 レベル1地震動の入力地震動 

 

図3.3.1.16 南海トラフの巨大地震（陸側）の入力地震動 
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3.3.2 検討対象の簡易モデルの設定と改良工法の選定 

 
 各種検討に用いる地盤モデルを設定する。また、堤防などの土構造物に対する耐震対策の実情を踏まえ

て代表的な工法２種類について対策工法を選定し、既往の設計手法を用いて改良仕様を設定する。 
 
(1)地盤モデルの設定 

 濃尾平野の沿岸域は広大なゼロメートル地帯を有することから、河川や海岸堤防に対する耐震対策がか

ねてより実施されている。これを踏まえて、濃尾平野の伊勢湾岸域をイメージして下図のような地盤モデ

ルを設定した。特徴は、上部に液状化危険度の高い沖積の砂層を有し、その下部には同じく沖積の軟弱な

粘性土層が堆積している点である。粘性土層の厚さは各所において様々であるが、ここでは 20m として

設定した。 
 

 
図3.3.2.1 検討地盤モデル 
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(2)検討モデル地盤の簡易検討 

① 検討方法 

 検討モデル地盤の中規模地震（設計震度kh＝0.18）における健全性について、液状化による過剰間隙水

圧を考慮した円弧滑り解析 1)により簡易な検討を行った。 
 

sin
tancos0

W
ubbuWcl

Fsd   所用安全率 Fsd＞1.0 

ここに、 
c,φ ：有効応力に関する土の粘着力(kN/m2)及びせん断抵抗角(°)  
W ：分割細片の全重量(kN/m) 
l  ：細片底面の長さ(m)  
b ：細片の幅(m) 
u0 ：常時地下水位による間隙水圧(kN/m2) 
Δu ：地震動によって発生する過剰間隙水圧 
α ：分割細片底面の接線方向と水平面のなす角(°) 

 
図3.3.2.2 地震時安定計算における円弧すべりの形状 

 
② 検討結果 

 液状化判定の結果を下図に示す。判定地点①（盛土直下）においてはFL＞1、判定地点②（平坦部）で

はFL＜1となる。この結果をもとに円弧滑り安定解析を行うと、安全率がFs＝0.592＜1.0となり、既往

の設計基準などにおいては対策が必要とされる地盤である。 

 
図3.3.2.3 モデル地盤の液状化判定結果 
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図3.3.2.4 原地盤の円弧滑り安定解析結果  
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(3)対策工法の検討 

 液状化対策手法は様々なものがあるが、代表的な液状化対策工法のうち、締固め工法と注入固化工法を

抽出するものとした。前者は新設・既設を問わずに従来より最も幅広く適用されてきた工法である。後者

は近年既設構造物の液状化対策などにおいて適用事例が多い工法である。 
 
・締固め工法（サンドコンパクションパイル工法） 

砂などの材料を強制的に地中に圧入して締固め砂杭を造成することで砂杭間の地盤を締固め、液

状化を防止する工法。 
・注入固化工法 

特殊シリカなどの薬液を地盤中に浸透注入し間隙水と置き換えることで土粒子間に粘着力を与

え液状化を防止する工法。 
 

 
 

   
図3.3.2.5 液状化対策原理と具体的工法の例 

 
① 締固め工法の検討 

 締固め工法は、サンドコンパクションパイル（SCP）や圧入締固め工法を対象とした。改良率as（＝As

／x2 As：砂杭断面積、x：砂杭配置間隔）は、方法Dと呼ばれる設計法 1)を用いて改良後N値を推定し、

これを用いた液状化判定の結果がFL＞1.1を満足するように設定した。改良幅は、円弧滑り安定解析にお

いて所定の安全率を満足するように改良幅を設定した。検討の結果より、下図に示す改良仕様が得られた。 
 

SCP工法 注入固化工法 
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図3.3.2.6 締固め工法の改良仕様 

 
② 注入固化工法の検討 

 注入固化工法は、高級性を有した特殊シリカによる工法を想定した。改良率は 100%とし、改良強度は

既往の改良強度と液状化強度の関係 3)などを用いて液状化を生じないだけの強度を持たせるものとした。

また、改良幅については改良地盤の全体の滑動検討と円弧滑り検討を行い所定の安定性を確保するよう設

定した。 

 
図3.3.2.7 注入固化工法の改良仕様 

 
【参考文献】 
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アル，平成9年2月 
2） 地盤工学会：打戻し施工によるサンドコンパクションパイル工法設計・施工マニュアル 
3） (財)沿岸技術研究センター：浸透固化処理工法技術マニュアル（2010年版），平成22年6月 
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3.3.3 地震時滑動量を考慮した簡易法による対策工の変状予測 

 
(1) 目的 

 注入固化等の固結工法による地盤改良の設計では，一般にレベル1地震動に対する震度法による外的安

定，内的安定の検討から対策工諸元（改良範囲，改良仕様）を決定する 1）．本項では，次項以降の詳細検

討方法で直接得られるレベル1地震動，レベル2地震動における固結工法での盛土，基礎地盤の残留変位

と異なり，固結工法による地盤改良の設計で用いる地震時外力をできるだけ反映した簡易な地震応答解析

（以下，簡易法）により，固化体の残留変位である地震時滑動量を得ることを目的とする． 
 
(2）方法 

図 3.3.3.1 に固結工法による地盤改良の設計で用いる地震時外力の一例を示す 2）．固結工法の設計では，

固化体の底面に作用する水平力，固化体の底面に作用するモーメント，固化体の底面に作用する鉛直力に

よる滑動，転倒，支持力の外的安定と内部応力を検討する． 
 

 
図3.3.3.1 固結工法の設計で用いる地震時外力の一例 

 
実際の固化体では，地震動の作用により周辺地盤で徐々に蓄積する過剰間隙水圧に応じた土水圧の漸増

成分及び振動成分が作用し，液状化に至ると泥水の土水圧の漸増成分及び振動成分が作用する． 
簡易法の固化体では，地震動の初期から周辺地盤が一様に液状化し，泥水の土水圧の漸増成分及び振動

成分が作用すると仮定した．簡易法では，Biotの多次元圧密式の基礎式（u－U定式化）において，骨格の

変位を固定として得られる Euler の圧縮性流体式を用いて，固化体の運動に伴う液状化層からの土水圧の

振動成分を表現した 3）．図3.3.3.2に解析対象，解析モデルを示す． 
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図3.3.3.2 解析対象，解析モデル 

 
解析では，盛土，沖積砂層（液状化層）及び固化体を解析対象とし，固化体上の盛土を並進質量，固化

体を並進質量と無質量剛はり，固化体と沖積粘性土層との境界を剛なバイリニア並進ばねで固化体の滑動

のみ考慮し，沖積砂層（液状化層）を平面要素，側方を粘性境界，底部を固定境界とした． 
地震波では，工学的基盤の入力地震波（2E）と異なり，沖積砂層（液状化層），沖積粘性土層，工学的

基盤（γ＝20kN/m3，Vs＝350m/s）の層構成のSHAKEにより沖積粘性土層上面での地震波の合成波（E+F）
を新たに作成し，沖積粘性土層上面の剛基盤波とした． 
 
(3) 条件 

 図3.3.3.3にSHAKEで用いた動的変形特性を示す 4）．沖積砂層（液状化層）では初期平均有効応力49kN/m2

の曲線，沖積粘性土層では初期平均有効応力98kN/m2の曲線を用いた． 

  

  
図3.3.3.3 SHAKEで用いた動的変形特性 
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 表3.3.3.1に定数を示す．盛土による漸増土水圧合力では，固化体の主働側に位置する盛土重量を盛土全

幅で除して得られる分布荷重をq0とした．盛土による漸増土水圧合力は，固化体と沖積粘性土層との境界

のバイリニア並進ばねの初期せん断力とした． 
沖積砂層（液状化層）の定数では，液状化した泥水の単位体積重量，体積弾性係数とした．  
 

表3.3.3.1 定数（単位奥行当り） 
固化体の並進質量 160ton 2ton/m3×8m×10m×1m＝160ton 
盛土の並進質量（固化体上） 48.6ton 1.8ton/m3×6m×9m×1m×1/2＝48.6ton 
盛土による漸増土水圧合力 235kN q0×H＝18kN/m3×6m×5m×1m／23m×10m＝235kN 
固化体の滑動抵抗力 400kN C×B＝50kN/m2×8m×1m＝400kN 
沖積砂層（液状化層）の 
単位体積重量 20kN/m3 γsat 

沖積砂層（液状化層）の 
体積弾性係数 

2.25×106kN/m2 Vp＝1500m/s 

 
(4) 結果 

図3.3.3.4，3.3. 3.5にSHAKEで得られたレベル1地震動，レベル2地震動における沖積粘性土層上面の

加速度と工学的基盤波の時刻歴，図3.3.3.6に加速度の深度分布を示す．沖積粘性土層上面の最大加速度は，

レベル1地震動で72cm/s2，レベル2地震動で235cm/s2となった．  
図3.3.3.7，3.3.3.8にレベル1地震動，レベル2地震動に対する地震応答解析で得られた固結体の加速度，

変位，固結体底面のせん断力，沖積砂層（液状化層）の土水圧の時刻歴，固結体底面のせん断力と固結体

の変位との関係を示す．ここで，レベル2地震動における地震応答解析では，沖積粘性土層上面の加速度

時刻歴の50s以降を用いた． 
レベル1地震動では，左固化体底面のせん断力が固化体の滑動抵抗力（＝－400kN），右固化体底面のせ

ん断力が固化体の滑動抵抗力（＝＋400kN）となり，固化体が受働側へ約 0.05m 滑動し僅かな残留変位が

生じる結果となった．左固化体の加速度，左固化体の土水圧では，固化体の降伏震度（固化体の滑動が生

じる加速度）に対応して，加速度の＋側，受働側の土水圧の－側，主働側の土水圧の＋側で頭打ちの時刻

歴となる． 
レベル2地震動では，左固化体底面，右固化体底面のせん断力が固化体の滑動抵抗力（＝±400kN）とな

り，固化体が受働側へ約 2m 滑動し大きな残留変位が生じる結果となった．左固化体の加速度，左固化体

の土水圧では，固化体の降伏震度（固化体の滑動が生じる加速度）に対応して，加速度の±側，受働側の

土水圧の±側，主働側の土水圧の±側で頭打ちの時刻歴となる． 
 
(5) 結論 

・簡易法では，レベル1地震動において固化体の残留変位の地震時滑動量が約0.05mであり，固化体の地

震時滑動に伴う盛土の残留変位はほとんど生じないと推察される． 
・簡易法では，レベル 2 地震動において固化体の残留変位の地震時滑動量が約 2m であり，固化体の地震

時滑動に伴う盛土の残留変位は大きくなると推察される． 
 
(6)今後の課題 

・簡易法で得られる地震時滑動量では，固化体と固化体支持地盤との境界の初期せん断力（主働側の盛土

による漸増土水圧合力），固化体の滑動抵抗力等で降伏震度（固化体の滑動が生じる加速度）が規定さ

れることから，固化体と固化体支持地盤との境界での初期せん断力（主働側の盛土による漸増土水圧合

力）の設定が重要である． 
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・固結工法では，固化体を盛土法尻直下や盛土法面直下に設置する場合がある．このような条件では，簡

易法で得られた固化体の残留変位の地震時滑動量からそれに伴う実際の盛土の残留変形，残留変位量を

推定する方法が必要である． 
 
参考文献 

1） 建設省土木研究所 (1999): 液状化対策工法設計・施工マニュアル（案）, 共同研究報告書第 186
号, pp.109-135. 

2） 独立行政法人土木研究所地質・地盤研究グループ（土質・振動チーム）: 3.4 強震時の変形性能

を考慮した河川構造物の耐震補強技術に関する調査, p.12. 
3） 伊藤浩二, 大内一 (2002): 固化系液状化対策工における地盤免震設計法, 第 11 回日本地震工学シ

ンポジウム, pp.963-968. 
4） 田村敬一, 岡村未対, 石原雅規, 松尾修 (2003): 許容沈下量に基づいた河川堤防の液状化対策工

法設計マニュアル, 土木研究所資料, 第3889号, pp.12-13.  
 

 

 
図3.3.3.4 レベル1地震動における沖積粘性土層上面の加速度と工学的基盤波の時刻歴 
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図3.3.3.5 レベル2地震動における沖積粘性土層上面の加速度と工学的基盤波の時刻歴 

    
図3.3.3.6 レベル1地震動，レベル2地震動における加速度の深度分布 
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図3.3.3.7（1） レベル1地震動における加速度，変位，せん断力の時刻歴 
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図3.3.3.7（2） レベル1地震動における土水圧の時刻歴 

  
図3.3.3.7（3） レベル1地震動におけるせん断力と変位との関係 
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図3.3.3.8（1） レベル2地震動における加速度，変位，せん断力の時刻歴 
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図3.3.3.8（2） レベル2地震動における土水圧の時刻歴 

  

図3.3.3.8（3） レベル2地震動におけるせん断力と変位との関係 
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3.3.4 ALIDを用いた変形解析結果 

 
H28.3に公開された河川堤防の液状化対策の手引きでは、耐震性能照査に変形量照査の実施が規定され、

その手法として、『液状化の発生による土層の剛性低下を仮定するとともに、土構造物の自重を作用させ、

その変形を有限要素法により算定する方法（有限要素法を用いた自重変形解析法）』が紹介されている 1)。

ここでは、その該当コードであるALID/Win（2016年3月時点最新版）を用いて3.3.2で決めた検討用モデ

ル（無処理，締固め，注入固化）を対象とし、変形解析を実施した。コードの詳細は他書に譲る 1)2)3)。 
 
(1) 解析条件 

①無処理地盤 

 ALIDに入力した条件は、3.3.2で決めた検討用モデルを基に図3.3.3.1及び表 3.3.3.1 に示す通りとした。 
 

 
図3.3.3.1 解析モデル 

 
 
 

設計水平震度kh 

入力 
地震動 
タイプ 

レベル1 レベル2 

Type1 Type1 Type2 

0.18 0.48 0.6 
 

 
表3.3.3.1 解析条件 

項目  単位 盛土 液状化層 粘性土層 

せん断弾性係数 G kN/m2 7,000 10,503 3,600 

ポアソン比 ν   0.333 0.333 0.45 

湿潤単体密度 γt kN/m3 18 20 17 

粘着力 C kN/m2 10 0 50 

せん断抵抗角 φ 度 30 35 0 

相対密度 Dr %   60   

液状化強度比 RL20     0.24   

液状化検討対象層 
   

○ 
 

 
 

  

盛土

沖積砂層（液状化層）

沖積粘性土層
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 N≒10(Dr＝60%) Fc＝10%

γsat＝17kN/m3 φ＝0　c＝50kN/m2
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②改良地盤 

改良地盤は、ここでは締固めと注入固化を対象とした。締固めは改良後推定N 値を基に、表 3.3.3.2 の

通り設定した。また、液状化検討の対象層（FLによる剛性低下は考慮）とした。注入固化工法は改良強度

を基にC材として評価した。本事例では液状化検討の対象層とはしない。 
 

 
図3.3.3.2 締固め改良モデル 

 
図3.3.3.2 注入固化工法モデル 

 
表3.3.3.2 解析条件 

項目  単位 締固め 浸透固化 

せん断弾性係数 G kN/m2 20,000 2,400 

ポアソン比 ν   0.333 0.333 

湿潤単体密度 γt kN/m3 20 20 

粘着力 C kN/m2 0 30 

せん断抵抗角 φ 度 36.8 0 

Janbu式パラメータ k   91,219 
 

  n   0.5 
 

相対密度 Dr % 91.8 
 

液状化強度比 RL20   0.48 
 

液状化検討対象層 
  

○ 
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(2)解析結果 

 上記の解析条件で変形解析を実施した。図3.3.3.4及び図3.3.3.5にその結果の一例を示す。 
 

レ
ベ
ル

2 
kh

=0
.48

 T
yp

e1
 

   
 a.無処理 b.締固め c.注入固化 
 図3.3.3.4 水圧消散後の変形図（レベル2 Type1 kh=0.48） 
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 a.無処理 b.締固め c.注入固化 
 図3.3.3.5 平均主応力σm分布図（1段：盛土構築時，2~4段：液状化流動時） 
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 また、各外力およびケースの盛土天端の沈下についてまとめた。表3.3.3.3に天端の沈下量および沈下率

（＝天端沈下量／盛土高さ）の結果を示す。また、図 3.3.3.6 に改良有無による天端沈下量の比較を示す。

これらより下記に示すことがいえる。 
 

1） 無処理時の天端沈下量はレベル1にて0.2m，レベル2にて2m程度であった。 
2） レベル1では無処理でも液状化しないため、対策効果が現れにくい。 
3） レベル2では対策を行うことで堤体の変形量は概ね半減する結果となった。 

 
表3.3.3.3(a) 天端沈下量 表3.3.3.3(b) 沈下率 

 

沈下量(cm) 

地震動タイプ 

L1 L2 

Type1 Type1 Type2 

0.18 0.48 0.6 

無処理 19 238 194 

締固め 9 119 113 

注入固化 26 143 114 

沈下率（天端沈下量／盛土高） 

地震動タイプ 

L1 L2 

Type1 Type1 Type2 

0.18 0.48 0.6 

無処理 3% 40% 32% 

締固め 2% 20% 19% 

注入固化 4% 24% 19% 
 

 

 

図3.3.3.6 改良有無による天端沈下量の比較 
 
なお、ここでは本章で示した解析条件のもと解析を実施した結果を示した。解析条件の設定について各

種補正など詳細に検討した結果にはなっていない。解析コード自体も更新されており、解析条件によって

当然結果も変動することを強調する。 
 
【参考文献】 

4） (国研)土木研究所  地質・地盤研究グループ土質・振動チーム：土木研究所資料 河川堤防の液状化

対策の手引き，平成28年3月 
5） (国研)土木研究所  地質・地盤研究グループ土質・振動チーム：土木研究所資料 河川堤防の液状化

対策の手引き＜設計計算例＞，平成28年8月 
6） 例えば、安田進, 吉田望, 規矩大義, 宇田将人：液状化に伴う残留変形解析方法の河川堤防への適用, 

第25 回地震工学研究発表会講演論文集, pp.381-384, 1999. 
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【参考：各ケース解析結果（変位）】 

 

 

 

 

  

無処理

変位X(cm) 変位Y(cm) 変位X(cm) 変位Y(cm) 変位X(cm) 変位Y(cm)
a 1 -19 2 -238 4 -194
b 1 -12 10 -192 9 -159

c 13 -23 146 -87 121 -84

d 0 -28 8 -24 6 -25
e 0 -28 0 -28 0 -28

締固め

変位X(cm) 変位Y(cm) 変位X(cm) 変位Y(cm) 変位X(cm) 変位Y(cm)
a 1 -9 -1 -119 1 -113
b 0 -9 0 -120 1 -113
c 8 -6 63 -36 69 -21
d 0 -28 4 -26 3 -27
e 0 -28 0 -28 0 -28

注入固化

変位X(cm) 変位Y(cm) 変位X(cm) 変位Y(cm) 変位X(cm) 変位Y(cm)
a 0 -26 -2 -143 -2 -114
b 1 -5 9 -109 7 -89
c 17 -10 89 -21 71 -21
d 1 -27 6 -25 4 -26
e 0 -28 0 -28 0 -28

point
kh=0.18 Type1 kh=0.48 Type1 kh=0.6 Type2

point
kh=0.18 Type1 kh=0.48 Type1 kh=0.6 Type2

point
kh=0.18 Type1 kh=0.48 Type1 kh=0.6 Type2
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3.3.5 GEOASIAを用いた詳細検討法 

 
水～土連成有限変形解析コードGEOASIA1)を用いてSCP（サンドコンパクション工法）の改良効果につ

いて検討を行った．主な検討項目として，以下の三点を挙げる． 
(1) L1対応の設計法を適用した箇所にL2相当の地震動が入力された場合の被害予測 
(2) 詳細な設計法による地震動の継続時間の影響の予測 
(3) 液状化対象層の下部に堆積する粘土層が被害に及ぼす影響の予測 
 
入力地震動は三つの加速度波形を用意した．うち二つは，すでに説明のあった国土交通省港湾施設研究

所より提供されている四日市港での Level 1 相当の波形と，内閣府南海トラフ巨大地震検討会が提供する

Level 2相当の四日市港での予測波形のNS成分である．ただし，このLevel 1相当の地震動は継続時間が

160秒以上と長いため，十勝沖地震において八戸市で観測されたNS成分（主要動15秒程度，最大加速度

215gal）を入力した．これをL1 Case 1，先のLevel 1相当の地震動をL1 Case 2，内閣府の提供するLevel 2
相当の地震動をL2 と呼ぶことにする．これら三つの入力波形を無改良地盤と SCP による改良地盤にそれ

ぞれ入力した． 
解析条件は図 3.3.5.1 に示す通りである．砂層および粘土層の材料定数および初期値は文献 2)に示されて

いる値を用いた．改良体は図3.3.5.2示す通り，改良率が等しくなるように，砂杭を奥行き方向に繋がる壁

上の改良体に置き換えてモデル化した．砂杭は比体積を0.15低下させるとともに，構造の程度を1.37から

1.00，応力比を0.6から1.5，異方性の程度を0.72から1.30に変化させた．また，砂杭の造成による杭間部

の密度増加を考慮して，杭間部は比体積を0.06低下させるとともに，その他の諸量も砂杭部と同様に変化

させた． 
 

 
図3.3.5.1 有限要素メッシュと境界条件        図3.3.5.2 2次元平面ひずみ条件下における 

改良体のモデル化 
 
図3.3.5.3にせん断ひずみ分布を示す．L1 Case1に比べて，L1 Case2は加速度が小さくても継続時間が長

いため変形が大きくなる傾向がみられる．簡易的な液状化判定法では，継続時間の長さが反映されないこ

とが多いが，液状化の予測を行う上で継続時間は必須の要因であるといえる．L2地震動が入力された場合

は，顕著なひずみが発生しているが，改良域の変形は抑制できている．L1対応の改良にL2地震動が入力

されるような場合でも，改良の効果は発揮されることが分かる．ただし，L2地震動が入力された場合は粘

土層にも影響が及んでいる． 
 



112 
 

 
図3.3.5.3 地震および圧密終了後のせん断ひずみ分布 

 
図3.3.5.4に最大加速度入力時付近の有効応力分布を示す．L2やL1 Case2では有効応力の低下が顕著で

ある。粘土層の有効応力もある程度低下している。ただし，いずれの地震動に対しても、改良域の杭間お

よび砂杭部分の有効応力は維持されており，改良の効果が発揮されていることを確認できる。 
 

 

図3.3.5.4 最大加速度入力時付近の有効応力分布 
 
図3.3.5.5に盛土法尻部の側方変位の経時変化図を示す．L1 Case 1とCase 2の比較より，やはり継続時

間の影響が側方変位量に影響を与えていることが分かる．いずれの地震動を入力した場合でも，改良ケー

スの最終的な側方変位量は無改良のケースの 6 割近くに減じられている．やはり L2 相当の地震動が入力

されても，改良の効果は発揮されると考えられる． 
 



113 
 

 

図3.3.5.5 盛土法尻部の側方変位の経時変化 
 
図3.3.5.6に時間－沈下関係を示す．基本的には，他の図面で見られたのと同様な傾向が表れている．た

だし，沈下の抑制効果という意味では必ずしも大きな効果が表れているとは言い難い．沈下の抑制効果が

比較的小さな値を示した理由を探るために，図3.3.5.7に最終沈下量に占める各層の沈下の割合を示す．い

ずれの入力地震動が入力された場合でも，改良が施されている砂層の沈下量は無改良の場合の6割程度に

抑制されていることが分かる．一方で，改良が施されていない盛土や粘土層では，無改良ケースと同程度

かそれ以上の沈下が生じている．粘土層や盛土で生じる沈下が比較的高い割合を占めるために，改良の効

果が低くなっているといえる．したがって，盛土の強化や粘土層の沈下を見越した対策の検討を行う必要

があると考えられる． 
 

 
図3.3.5.6 時間－沈下関係 
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図3.3.5.7 層別最終沈下量 
 
 
参考文献 
Noda, T., Asaoka, A. and Nakano, M. (2008): Soil-water cou-pled finite deformation analysis based on a rate-type 
equation of motion incorporating the SYS Cam-slay model, Soils and Foundations, 45(6), 771-790. 
Noda, T., Takeuchi, H., Nakai, K. and Asaoka, A. (2009): Co-seismic and post-seismic behavior of an alternately 
layered sand-clay ground and embankment system accompanied by soil disturbance, Soils and Fooundations, 49(5). 
739-756. 
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3.3.6 DBLEAVESを用いた詳細検討法 

(1)検討項目 

3.3.2で決めた検討用モデルを対象として、以下の項目に着目する： 
・L2地震が生じた場合に、 L1対応の設計法を適用した改良体（注入固化工法）の効果と変位量の定量的

評価 
・砂質土層の液状化だけでなく、粘土層の過剰間隙水圧の消散による地盤の長期沈下の定量的評価 

(2)検討手法 

一斉解析の一部であるため、中部地域の代表的な地盤モデルとして、伊勢湾岸における土層構成をイメ

ージして下記のような条件で対象構造物と地盤構成を設定した。堤防の断面寸法、地盤改良の諸元および

設計方法は、実務レベルに限りなく近い手法を用いた。すなわち、現地盤おいては、1）堤体直下が液状化

しない（レベル1）；2）平坦部が液状化する；3）円弧すべり安全率が不足し、液状化による被害が発生す

ることを前提として要対策となっている。対策工法は、代表的な液状化対策工法のうち、1）締固め工法；

2）注入固化工法を選定した。本解析では、注入固化工法のみを対象とする。 
 

 
図3.3.6.1 地盤構成および改良範囲 

 

 
図3.3.6.2 入力地震波 

 
地盤構成、盛土寸法および浸透固化工法による地盤改良範囲を図 3.3.6.1 に示す。また、L1 および L2

地震波形を図3.3.6.2に示す。L1地震動は「港湾施設の技術上の基準・同解説」の四日市港の加速波形で、

継続時間163秒、最大加速度108.5galとした。一方、L2地震動は、南海トラフ巨大地震（陸側）の基盤波

形が同じ場所に最も近いものを採用した。解析に用いた FEM 解析メッシュを図 3.3.6.3 に示す。堤防、地

盤および改良体の力学特性は、著者が提案したCyclic mobility model2)で表現した。材料パラメータは、本

来ならば要素試験を基に設定すべきであるが、日常設計ベースの実情を勘案して N 値に基づき設定した。

また、液状化および地震後の圧密沈下を統一的に模擬するために、水・土連成静的・動的解析をDBLEAVES
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で実施した。動解においては、初期剛性比例型のRayleigh減衰を使用し、減衰定数を0.05と設定した。境

界条件は、底面を鉛直・水平方向固定とし、解析メッシュの両側面においては等変位条件を用いた。 

 

図3.3.6.3 FEM解析メッシュ 
 

(3)得られた結果および議論の結論 

L1 およびL2 地震動による堤防沈下の経時変化の比較を図 3.3.6.4 と図 3.3.6.5 に示す。いずれの場合に

おいても、地盤改良による沈下の抑制効果は顕著である。また、L2地震動がL1地震動より遙かに強いに

もかかわらず、その沈下はそれほど大きくない。 
 

 
図3.3.6.4 L1地震による堤防の沈下経時変化の比較 

 

 
図3.3.6.5 L2地震による堤防の沈下経時変化の比較 

 
L1 およびL2地震直後の有効応力低減比（ESRR）分布の比較を図3.3.6.6と図3.3.6.7に示す。ESRR = 1は、

地盤が完全液状化していることを意味する。これらの結果より、改良範囲以外の地盤は改良範囲の有無に
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かかわらず、液状化の程度がほとんど変わらない。この結論は、図3.3.6.8と図3.3.6.9に示すESRRの経時

変化の比較からも見て取れる。堤防のり尻の未改良地盤のESRRは、隣の地盤改良によりその上昇が抑制

されたが、堤防直下のものは逆に増幅される傾向が見られた。言い換えれば、地盤改良の液状化抑止効果

は改良域内に限られていることが分かった。 
 L1 およびL2 地震 50 年後の地盤変形分布の比較を図 3.3.6.10 と図 3.3.6.11 に示す。本研究では、地震中

の液状化・地盤沈下だけでなく、地震後の圧密沈下も検討するため、液状化解析と圧密沈下解析を連続的

に時系列に沿って行った。その結果、地盤改良することで、堤防のり尻の沈下をL1 およびL2地震のいず

れにおいても約半分に抑え、最大沈下量はそれぞれ0.42 mと0.75 mであった。一方、堤防天端に着目す

ると、地盤改良により沈下がかえって大きくなっている。これは、天端に伝わる地震動が改良により大き

くなり、激しく揺さぶられたことが原因と考えられる。 
 

  
No treatment              With treatment 

図3.3.6.6 L1地震直後の有効応力低減比（ESRR）分布の比較 
 

  

No treatment              With treatment 
図3.3.6.7 L2地震直後の有効応力低減比（ESRR）分布の比較 

 

 
(a) Toe of levee                 (b) Right beneath levee 

図3.3.6.8 L1地震中の過剰間隙水圧比（ESRR）経時変化の比較 
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(a) Toe of levee                 (b) Right beneath levee 

図3.3.6.9 L2地震中の過剰間隙水圧比（ESRR）経時変化の比較 
 

  
No treatment     With treatment 

図3.3.6.10 L1地震50年後の地盤変形分布の比較 
 

  
No treatment     With treatment 

図3.3.6.11 L2地震50年後の地盤変形分布の比較 
 
(3)結論 

 本稿では、地盤改良技術の一つである浸透固化工法を用いた地盤改良により、堤防の液状化による被害

を抑止する効果を検証するために、水・土連成解析による比較検討を行った。得られた結論は、以下の通

りである。 
（1）地盤液状化により、堤防の沈下が大きく発生したことは予測通りであるが、L2 地震による地盤変形

はそれほど大きくなく、L1地震によるもの2倍程度であった。 
（2）地盤改良の液状化抑止効果は、改良域内に限られていることが分かった。ただし、沈下抑止効果は堤

防に限って言えば、場所的にかなり効果的なものもあれば、そうでないものもある。 
（3）液状化後の圧密沈下による堤防の変形は無視できない。特に、液状化層下部に厚い粘土層が存在する

場合、後続沈下は十年以上も続く。また、L2地震における堤防のり尻の沈下に限って言えば、対策の有無

に関わらず、その継続沈下量が地震直後まで発生したものの約60%に達している。 
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3.3.7 結論 

本ワーキングでは、実設計土構造物に限りなく近い諸条件の基に、検討対象構造物を設定し、同じ対象

土構造物、地盤条件のもとで、簡易解析手法、詳細解析手法を含め、様々の解析手法を駆使して、土構造

物の地震時変形性能を評価した。ベンチマーク手法により、異なる手法で得られた結果を比較した。手法

の優劣をつけることを目的としているものではなく、あくまでも、個々の解析手法の特徴を把握すること

は重要と考えている。得られた結果より、ばらつきが大きかったことがわかった。ただし、ある程度の傾

向が見られ、これを実際の設計にどのように反映していくかは今後の課題である。本WGの検討結果を足

掛かりに、南海トラフ巨大地震が発生したときに、現在実施済みのLevel 1対応の地盤改良によって、被

害がどの程度食い止められるのか予測を進めてゆくことが、今後の対策を考えてゆく上で重要であると考

えられる。また、Level 2 に対する適切な対策について、さらに議論を進めてゆく必要があると考えられ

る。 


